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報告にあたって 
 
 
議会のあり方検討会は、議長から下命のあった、「予算・決算特別委員会の開

催方法について」など４課題について、８月から半年間の長期にわたり、検討

会委員が一丸となって精力的に検討してまいりました。 
委員構成を見ると、これからの墨田区議会を担っていく若手にいろいろと調

査研究してもらいたいとの考えから、比較的若い議員を選出してきた会派もあ

り、４月の選挙で初めて当選したばかりの一期生３人、二期生も４人と、実に

検討会メンバー９人の３分の２以上を二期生以下の議員が占めることになりま

した。このような委員構成により、討議中、新鮮な観点から意見が出され、お

互いに自由闊達な意見交換を通じて、よりよい結論が得られたものと感じてお

ります。 
さて、本報告書の提出により、現在の体制での議会のあり方検討会は、その

活動に終止符を打つこととなりますが、議会のあり方について検討すべき課題

はまだまだ多岐にわたり存在しており、墨田区議会にとっての議会改革の取組

みに終わりはありません。 
最後に、議会のあり方検討会委員一同は、議会改革の第一歩として、本報告

書の内容が早期に具体化され、また、引き続き新たな体制による新たな課題に

対する検討会が設置されるよう強く希望しております。 
 
平成２０年１月３０日 

 
 

議会のあり方検討会 
座長 桜 井 浩 之 



１ 議会のあり方検討会の設置経緯について 
 

墨田区議会では、これまでも開かれた議会や議会の活性化に向けて、課題

が生ずる都度、さまざまな取組みを行い対応してきた。 
このような中で、今回の「議会のあり方検討会」の設置に向けての動きは、

４月の選挙により新たな議会構成が誕生し、墨田区議会における第１６期の

議会活動全般に関する申し合わせについて議論する段階から始まっていた。 
その後、６月８日に公明党議員団から中村議長に対して、「議会改革に関

する申し入れ」が提出された。それを受けて、６月１３日の各派交渉会で協

議を開始し、７月２日の各派交渉会で、位置付けとしては議長の諮問機関的

な「議会のあり方検討会」を設置し、当面の検討課題として「予算・決算特

別委員会の開催方法について」など４課題について検討することに決定した。 
 
 

２ 議会のあり方検討会について 
 
（１）設置目的 
    区民により開かれた区議会とするとともに、議会活動の一層の活性化を

図るため、検討会を設置し、その具体化のための方策を検討する。 
 
（２）位置付け 

議長の命を受けた諮問機関的な位置付けとし、その検討内容については

議長に報告し、各派交渉会の場において協議する。 
 
（３）委員構成 
     各派交渉会の委員割り振りに基づき、各会派から委員を選出するととも

に、無所属議員枠として１人分を設け、合計９人で構成する。 
     なお、検討会に座長を置く。 
 
（４）検討内容 
     各派交渉会で、“当面の検討課題”と決定した下記４課題のほか、その

他の課題も必要に応じ検討する。 
ア 予算・決算特別委員会の開催方法について 

   イ 費用弁償等の見直しについて 
   ウ インターネット放送等、議会中継の検討について 



   エ 本会議質問における一問一答方式の導入について 
 
（５）検討期間及び報告期限等 

ア  検討期間 
      平成１９年８月から１２月を目途に検討を行う。 

イ 検討方法 
当面の検討課題４課題について、１課題毎に順次検討を行い、結果を

まとめる。その後、その他検討すべき課題があれば検討を行い、結果を

まとめる。 
   ウ 中間報告 
      各課題の検討結果がまとまる都度、議長に報告する。 
   エ 最終報告 
     最終報告書の提出期限は、平成２０年１月末日とする。 
 
 
３ 検討結果 
 

議会のあり方検討会は、平成１９年８月７日の第１回検討会を皮切りに、

以降、平成２０年１月２３日までの間、計１０回開会し、議長から下命を受

けた、「予算・決算特別委員会の開催方法について」等の当面検討すべき４

課題について検討を行った。 
検討にあたっては、現況や課題、他の区市の状況等をとりまとめた資料を

説明した後、１課題あたり２～３回検討を行い、それぞれ結論をまとめ、そ

の都度中間報告として結果を議長に報告し、併せて直近の各派交渉会におい

て、桜井座長が報告内容を各派交渉会委員に説明した。 
なお、インターネット中継の検討の際には、具体的な仕組みを理解し、実

際の映像を体感してもらうため、デモンストレーションを行うなどの工夫も

行った。 
以上の取組みにより、当検討会でまとめた検討結果は、次のとおりである。 
 

 
（注意） 

検討結果の実施時期については、それぞれ検討を行った時点での

結論をそのまま掲載している。 



【課題１】予算・決算特別委員会の開催方法について 
 
 
◎検討結果 
１ 開催方式について 

   従来どおりの方式で開催するものとする。 
    

２ 委員数について 
   従来どおり、議員定数の二分の一とする。 
   【その他の意見】 

・全員を委員とし、内容に応じて委員を入れ替える。 
 

３ 発言時間について 
   現行どおり、委員一人当たりの質疑時間を基本として、会派所属委員

数に応じ比例配分する。なお、平成１９年決算特別委員会と同様に、委

員長には一人当たりの質疑時間を配分しないものとする。 
   【その他の意見】 

・会派の基礎時間を設けるべき。 
・少数会派の発言時間を増やしてほしい。 
・総括質疑とは別に各会派の幹事長と区長が直接議論する「しめく

くり総括」の時間を新たに設けるべき。 
・委員数が減っているので、一日の終了時間を従前と同じにすれば、

一人当たりの持ち時間を増やすことができるのではないか。 
・質疑時間を配分時間できちっと終わりにするのではなく、多少の

時間オーバーには緩やかな対応をお願いしたい。 
 

４ 審査日数及び日程について 
   審査日数は従来通りとし、日程については、款別審査の中間に１日調

査研究日を設けるものとする。 
   【その他の意見】 

・調査研究日は必要なく、従来通りとする。 
・通年で予算・決算特別委員会を開催する。 

 
５ その他 

予算・決算特別委員会の資料として、事業ごとに概要、予算・決算額、

財源内訳等が一目で分かるもの（例えば、江東区が作成している「予算

ノート」）を作成し、提供するよう、理事者に強く要望する。 
 



【課題２】費用弁償等の見直しについて 
 
 
 ◎検討結果 

１ 費用弁償等について 
    現行の費用弁償（定額旅費）については、廃止すべきである。 

ただし、費用弁償、報酬及び政務調査費の相互の係わりを踏まえ、今後、

報酬及び政務調査費のあり方について、検討すべきである。 
   【その他の意見】 

     ・定額支給ではなく、実費弁償（または実費に基づき計算した標準

額の支給）とすべき。 
     ・今後とも、検討は続けていくこととし、まずは減額の方向で考え

てみてはどうか。 
     ・費用弁償は、現行どおり支給すべき。支給額等について、批判が

あるようであれば、それに対して、しっかりと説明責任を果たし

ていけばいい。 
     ・費用弁償の定義（交通実費なのか、日当等を含んだ概念なのか）

が曖昧である。また、難解な表現であるため、区民にとって分か

りにくい。 
 

２ 見直しの実施時期について 
    実施の時期については、２つの方向性が示された。 
   (１) 本年度をもって廃止すべきである。 

※ 平成２０年３月分（平成２０年４月２５日支給分）までは支給

する。 
 

(２) 報酬及び政務調査費のあり方についての検討結果に基づき、具体的

な廃止期日を決定すべきである。 



【課題３】インターネット放送等、議会中継の検討について 
 
 
 ◎検討結果 

１ インターネットについて 
   (１) 本会議について 
     録画中継・生中継とも、実施すべきである。 
     【その他の意見】 

・生中継については予算がかかるので、まず録画中継を先行すべき

である。 
・生中継にかける予算を録画中継の充実にまわすべきである。 
・生中継については、需要(アクセス件数)を調査してからの実施で

もよい。 
 
   (２) 委員会について 
     録画中継・生中継とも、実施する方向で引き続き検討すべきである。 

      なお、実施に際しては、すべての委員会を対象とするのが望ましいが、

まず予算特別委員会・決算特別委員会の総括質疑・意見開陳を、他の委

員会の中継に先駆けて検討すべきである。 
      【その他の意見】 

・委員会に限らず、議長の考え方や視察の様子など、広報媒体とし

ても充実すべきである。 
 

２ ケーブルテレビについて 
    インターネット放送実施後、ニーズ調査をした上で引き続き検討を要

する。 
    【その他の意見】 
     ・「ウィークリーすみだ」のうち、何回分かを議会の情報提供に使え

るよう検討すべきである。 
     ・パソコンを使用しない視聴者層に対応すべく、インターネット放

送に使用する映像を、ビデオテープやＤＶＤの記録媒体で貸し出

すなどの対応をすべきである。 
 

３ 実施時期について 
    インターネット放送は、準備が整い次第、できるだけ早い時期に実施

すべきである。 



【課題４】本会議質問における一問一答方式の導入について 
 
 
 ◎検討結果 

１ 分割質問方式の導入について 
    現行の「一括質問方式」に加え、「分割質問方式」を導入する。 
    なお、質問方式は、質問者が選択するものとする。 
    【その他の意見】 

・現行どおり、一括質問方式で行うべきである。 
 

２ 質問時間・再質問の回数について 
    現行の取扱いを基本とするが、変更する場合は会議規則の改正・申し

合わせの変更等を伴う場合があるので、改めて検討する。 
     【主な意見】 

○質問時間については、 
・現行のまま（本質問は３０分以内、再質問については特に時間

の取り決めなし）とする。 
・再質問も含めて、現行の３０分以内とする。 
・再質問の時間を別にルール化すべき。 

○再質問の回数については、 
・基本的には制限せず質問時間の範囲内で各議員にまかせるべき。 
・分割項目ごとに、再質問を１～２回とする。 
・質問方式にかかわらず、全体で 1 回限りとする。 

 
３ 質問者・答弁者の位置について 

      基本的には、「対面方式」とする。 
ただし、対面式演壇の設置等議場の改修をする場合はかなりの経費が

かかるので、実施に当たっては最小限の経費とするよう工夫する。                                                                                                                             
《参考：議場の改修をして対面式演壇を設置する場合》 

・対面式演壇の設置（議席の撤去を含む） 約 200 万円 
  ・議場システムの更新（マイク設置を含む） 約 2,000～3,000 万円 

       ※議場システムについては、リフレッシュ計画で２１年度の更

新が予定されているが、理事者席等のマイク設置は含まれて

いない。 
 

４ 導入時期について 
平成２０年第２回定例会から導入する。               

 



４ さらなる議会改革の取組みに向けて 

 
平成１２年の地方分権一括法、そして平成１９年の地方分権改革推進法の

施行により、本格的な分権時代に突入し、全国各地の議会では、従来の監視

機能を中心とした議会活動に加え、住民参加型の開かれた議会、さらに政策

提言を積極的に行うことができる議会に向けた、さまざまな議会改革への取

組みを始めている。 
このような流れの中で、今回、私たち議会のあり方検討会は、「予算・決

算特別委員会の開催方法について」など４課題について検討を行ってきたが、

議会のあり方（＝議会改革）について検討すべき課題は、まだまだ多数存在

している。 
検討会の中でも、その他検討すべき課題として、開かれた議会に向けた取

組みについては、夜間・土日議会の開会、区議会だよりへの一般質問掲載方

法の見直し、議会としての意思形成過程に住民の声を反映させる方法等が、

議会の活性化に向けた取組みについては、代表・一般質問の発言時間配分、

議場の設備改善等が、その他では、議員控え室の使い方等が提起された。 
今後、検討すべき課題の選定にあたっては、全国各地の議会で行われてい

る議会改革に向けた先進的な取組み事例を十分に調査・研究し、本区議会と

して取り上げるにふさわしい課題を整理する必要がある。 
一方で、目新しい改革ばかりではなく、議会本来の機能や役割を十分に発

揮させるために、現行の議会運営の方法についても見直すべき点があれば、

一つひとつ着実に見直していくことも重要である。 
以上の点から、今後も引き続き議会のあり方検討会を設置し、さらなる議

会改革に向けた取組みを推進していくべきと考える。 
議会改革の取組みに終わりはない。その第一歩となる、私たち議会のあり

方検討会の検討結果について、早期の具体化を期待する。 






























































